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空間的な分布状態を考慮した人口動態の分析の試み 
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１．はじめに：我が国は，1990 年代後半から少子高齢化が進行し，今後は人口減少が急激に進んでいくと言わ

れている．一方で，都市の郊外化は第二次世界大戦後から続いており，その結果，近い将来には道路や下水道

などのインフラを維持・管理するコストが増大すると指摘されている．このような課題に対して，国土交通省

では市街地のスケールを小さく保ちつつ，コミュニティの再生や住みやすい街を実現することを目指して「コ

ンパクト・プラス・ネットワーク」の施策を推し進めている．この施策の下では誘導区域を中心とした人口流

入や流出が生じるとともに，現状での課題でもある「都市のスポンジ化」にも対応していく必要があり，人口

分布そのものを空間的に分析していくことが望まれている．著者らはこれまで，誘導区域の中心的な施設とし

て指定されやすい鉄道駅に着目し，市域全体での人口分布の集約・拡散の状態を表した標準距離 1)を取り上げ

た上で，中心点付近の集約度を表すよう改変した改良型標準距離を用いて人口分布の変動を比較してきた．一

方で，合計値としての人口分布の集約度は扱ってきたものの，空間的なばらつきについては検討の余地が残さ

れていた．そこで本研究では，空間的自己相関分析を応用した分析手法の適用を試み，人口動態の空間的な把

握が可能であるか否かを検証した． 

２．対象領域および対象データの選定 

（1）対象領域：対象領域として，大阪府全域を採用した．大阪府はほぼ全域が都市計画区域に指定されてお

り，対象領域には多様な空間パターンで人口が分布している． 

（2）対象データ：対象データとして，一般に提供されているデータとして最も空間解像度が高いことから，

平成 7 年度および平成 27 年度国勢調査の基本単位区別集計を採用した． 

３．指標の整理 

（1）改良型標準距離(Advance Standard Distance: ASD)：都市のコンパクト化を評価する指標である標準距

離に，局所範囲での集約度を表すよう指数関数を採用した距離の重み付けを導入したものである．ASD は以

下の式のように計算される． 

 

 

図-1 に ASD を大阪府内の駅に適用させた結果を

示す．計算範囲は駅から半径 4km 以内とし，駅勢圏

として徒歩 10 分圏内の半径 800m をバンド幅𝑏に代

入した上で算出した． 

（2）G統計量に基づいた空間的自己相関分析：距離

パラメータ𝑑の重み係数𝑤𝑖𝑗(𝑑)をもつ局所的な空間

的自己相関測度𝐺𝑖(𝑑)は以下の式で定義される． 

 

 

 

距離パラメータ𝑑の初期値を 90m とした上で， 

60m ピッチで増加させ空間的自己相関分析を実施 
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図-1 ASD の算出結果 
  

平成 27 年度 平成 7 年度 
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●  0.16 - 0.17 

●  0.17 - 0.18 

●  0.18 以上 5 10 20 km 0 

𝑟𝑖：中心点から各人口データ地点𝑖までの距離，𝑏：バンド幅 

ℎ𝑖：地点𝑖における局所人口，𝑛：人口データ数 
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し，「正の空間的自己相関あり」と判定された場合

に，判定結果を仮想的なレイヤとして積み重ねた 2)．

図-2 に算出結果を示す．図-2 では，例えば「90m

～」であれば，駅を中心とする 90m 以内，150m 以

内，…で常に人口の多い箇所が集約していること

を表す．一方，「330m～」であれば，330m 以内，

390m 以内，…で常に人口の多い箇所が集約されて

いるものの，270m 以内では人口の多い箇所と少な

い箇所がばらついていることを意味する． 

４．結果の比較：横軸に平成 7 年度，縦軸に平成

27 年度とした算出結果を図-3(ASD)および図-4(人口の高い

箇所が集約する範囲)に示す．図-4 ではグラフ上にプロット

する位置が等しくなる駅の数を円の大きさで表している．

なお，2 時期での変遷を見るため，図-4 では対角線上にあ

るものは図から削除している．対象期間中に新設された彩

都西駅，和泉中央駅については図-3 では ASD が増加し，

人口集中が生じていることを示している．一方，図-4 では

和泉中央駅は人口の高い箇所の集約する範囲がより駅に

近い距離から始まっていることを示しており，駅周辺で人

口の多い箇所と少ない箇所が混在していた状態から人口

の多い箇所が集約してきたことを示している．彩都西駅に

ついては，平成 7 年当初は 690m 圏内であっても人口の多

い箇所と少ない箇所がばらついていた状態，もしくは人口

の少ない箇所が集約していた状態であったが，20 年間で人

口の多い箇所が集約してきたことを表している． 

 妙見口駅や津田駅は，図-3 においてはそれほど大きな変

化は見られないが，図-4 では津田駅周辺で人口の多い箇所

が 20 年の間に集約してきていることが示されている．その

一方で，妙見口駅周辺では，平成 27 年になって人口の多い

箇所の集約する範囲が駅から遠方に移っている．これは，

駅近傍まで人口の多い箇所が集積していた状態から，駅周

辺で人口分布の多い箇所と少ない箇所が混在する状態に変

化したことを意味している．以上のような駅周辺での空間

的な人口の分布状態の変化は空間的自己相関分析の応用に

よって初めて明らかになったものといえる． 

５．まとめ： 空間的自己相関分析を応用した結果，ASD で

は確認できなかった，駅周辺に人口の多い箇所の集約する

状態や，人口の多い箇所と少ない箇所のばらつく状態を明らかにする可能性が示唆された． 
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図-2 駅の位置する地点距離パラメータ 
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図-4 人口の高い箇所が集約する範囲 
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